
別表第１（第３条関係）
	１　補助事業者
	２　基準額
	３　対象経費
	４  補助率
	５　補助要件

	病院

(県立病院
以外)
	災害拠点病院

救護病院

医療救護所
	1病院当たり
2,000万円
	災害時に病院の機能を維持するために必要な施設整備に要する経費。
	2分の1

以内
	１　医療機関の防災計画の策定が完了していること又は年度内に完了する予定であること。



	
	災害拠点病院

救護病院

医療救護所

一般病院(※)
	1病院当たり
1,000万円
	災害時に病院の機能を維持するために必要な設備整備に要する経費。
（単価100万円以上の経費に限る。）
(※一般病院は透析治療に要する整備のみ対象。)
	2分の1

以内
	

	救護病院に

指定されている診療所
	
	
	
	

	１ 病院(県立病院以外)
２ 救護病院又は医療救護所に指定されている診療所
	1医療機関当たり200万円
	災害時に病院及び診療所の機能を維持するために必要な備品整備に要する経費(単価10万円以上100万円未満の経費に限る。) ただし、同一備品を合計して10万以上整備する場合は対象とする。
(※１　一般病院（災害拠点病院・救護病院・医療救護所以外の病院）及び医療救護所指定の診療所については、ライフラインとなる通信・水・電気の確保に要する整備のみ対象)

(※２　医療救護所指定の診療所のうち、市町村内唯一の医療機関については、対象をライフラインの整備限りとしない。)
	2分の1
以内
	

	１ 県医師会及び

郡市医師会
２ 県歯科医師会
３ 県看護協会
	１機関当たり　200万円
	災害時に、県医師会、郡市医師会が傘下の病院及び診療所間との情報収集・伝達を行うため、又は県歯科医師会及び県看護協会が関係機関との情報収集・伝達を行うために必要な通信機器の整備に要する経費。
	2分の1

以内
	１　当該補助事業者の防災計画の策定が完了していること又は年度内に完了する予定であること。

	市町村
	1医療救護施設

(災害拠点病院、救護病院、医療救護所)

当たり

200万円
	災害時に災害拠点病院の機能を維持するために必要な備品（資機材）整備及び、市町村が指定（開設）する救護病院又は医療救護所に必要な備品（資機材）整備に要する経費。
	2分の1

以内
	１　市町村の防災計画及び地域ごとの医療救護の行動計画の策定が完了していること。

２　医療施設以外に医療機器を整備する場合にあっては、保守・管理方法を確認でき、かつ、当該医療機器を使用し治療等を行う医療従事者の確保がされているときに限る。

(※ただし、原則１医療救護施設について、一回のみの助成とする。)



